
 

第 6 発行者の参考情報 

 

 当公庫では、当公庫の業務内容、財務状況等について次のとおり開示しています。 

 

 

資料の種類 開示場所・方法 

財務諸表 

（損益計算書・貸借対照表及び財産目録） 

・官報にて公告 

・各店舗に常備 

附属明細書 ・各店舗に常備 

決算報告書 ・各店舗に常備 

監事の意見書 

（財務諸表及び決算報告書に係るもの） 
・各店舗に常備 

業務報告書 

（業務内容、業務実績、組織概要、財務内容

等を掲載） 

・国会提出 

・各店舗に常備 

・国会図書館、地方公共団体、経済団体、ご希望の方等に配布 

行政コスト計算財務書類 

・行政コスト計算書 

（添付） 

・民間企業仮定貸借対照表 

・民間企業仮定損益計算書 

・キャッシュ・フロー計算書 

・民間企業仮定株主資本等変動計算書 

・附属明細書 

・各店舗に常備 

沖縄振興開発金融公庫 REPORT 
・各店舗に常備 

・ご希望の方等に配布 

ホームページ 

（業務内容、業務実績、組織概要、財務内容

等を掲載） 

・インターネット上に開設 

当公庫に関するさまざまな情報をご覧いただけます。 

（ホームページアドレス https://www.okinawakouko.go.jp/） 

 

各店舗とは、本店、各支店及び東京本部です。 
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